医療法人青仁会財団

【福利厚生貸付制度】

（目的）

第1条 この規程は、医療法人財団青仁会（以下「法人」という）の運営する施設に勤務する職員の、不時の出費または本人・子弟の修学や住宅の取得に必要な資金を法人が貸し付けする事により、職員の生活安定に供する事を目的とします。

（貸付金の用途）

第二条 貸付金は、次の各号のいずれかの用に供する資金に限るものとします。

　　１）職員または被扶養義務者の冠婚葬祭。医療および災害復旧等に要する資金。

　　２）職員または被扶養義務者の修学・資格取得等に要する資金。

　　３）職員自ら入居する住宅の新築・購入または増改築ならびに住宅の購入等に要する資金。

（貸付資格）

第3条 貸付を受ける資格は、法人の運営する施設の成人に達した正職員であって、次の各号に該当する者をいいます。

1） 第二条第１項の資金（以下、「生活資金」という）は本採用より勤続３年間を越えて勤務している者。

2） 第二条第２項の資金（以下、「教育資金」という）は、本採用より勤続３年を越えて勤続している者で、年齢３０歳以上の職員。

ただし、業務上有用と認める資格取得および研修を目的とする資金については、法人の承認を受けた年齢の制約を除外することがあります。

3） 第二条第３項の資金（以下、「住宅資金」という）は、本採用より勤続１０年を越えて勤続している者で、年齢３０歳以上の職員。

（貸付の額）

第4条 貸付金の最高限度は、次の範囲とします。

　　１）「生活資金」については、基本給に勤続年数を乗じた範囲の８０％以内とし、５０万円を限度とします。

　　２）｢教育資金｣については、基本給に勤続年数を乗じた範囲の８０％以内とし、２５０万円を限度とします。

　　３）「住宅資金」については、５００万円以内とします。

　　４）前項１および２の各々あるいは重複して貸付を受ける場合は、その総額が基本給に勤続年数を乗じた範囲の８０％を越えない者とし、２５０万円を限度とします。

　　５）貸付時の借受人に、法人もしくは所属施設に対して他に返済すべき負債がある場合は、前項１・２および４において各項の定めによりその負債額を減じた額を限度とします。

（貸付回数）

第5条 貸付金の貸与は、住宅資金の場合１回限りとする。ただし、特別やむを得ない事由があるときは貸付限度内において追加貸与することができることとします。

（借入申請）

第6条 貸付金の貸与を受けようとする者は、「福利厚生資金借入申込書」（第１号様式）に、関係書類（別途様式）を添付し提出するものとします。

関係書類

１）「教育資金」は、「入学証明書」あるいはこれに準じる修学を証明する書類。

２）「住宅資金」は、「住宅資金借入調書」の他、以下の書類。

（1） 住宅新築；見積書、建築確認通知書、借地の場合は土地賃貸証明書、登記簿謄本。

（2） 住宅購入；売買契約書、登記簿謄本、借地の場合は土地賃借証明書。

（3） 住宅増改築；売買契約書、土地登記簿謄本。

（4） 住宅用地購入；売買契約書、土地登記簿謄本。

　　　３）連帯保証人の住民登録および戸籍抄本。

　二、前項の添付書類は、借入申込書と同時提出を原則とするが、事情により事後提出となる場合は、法人の了解を得て要件整備後、すみやかに提出しなければなりません。

（貸付決定）

第7条 貸付金の貸与は、第六条の借入申込書および関係書類などを審査し、貸付金の額ならびに貸与の諾否を通知するものとします。

（貸付契約証書および抵当権・質権設定）

第8条 生活資金および教育資金の貸付を受けたときは、「生活資金および教育資金貸付契約書」（第二号様式）、住宅資金の貸付を受けたときは「住宅資金貸付契約書ならびに抵当権設定契約書」（第三号様式）をただちに作成し、法人に提出するものとします。

　二、貸付を受けた住宅資金の対象物件の取得を完了したときは、自己負担により法人に対して抵当権および火災保険の質権を設定しなければなりません。ただし、住宅金融公庫等の公的法人から融資を受けた場合は、法人担保より先順位の担保を差し入れすることができるものとします。

　三、抵当権、質権の設定は、貸付の日から次の期間にこれを完了しなければなりません。

　　　１）住宅の新築；新築工事完了し受け渡しを受けてから１週間以内。

　　　２）住宅の増改築；工事完了後１週間以内。

　　　３）住宅用地の購入；購入手続き完了直後。

　　　４）火災保険請求権の設定；工事完了引渡し直後。

　四、住宅資金の貸付額が、貸付時における借受者の任意退職金（ただし、その他の返済すべき負債があれば、その負債額を除く残額）の範囲内である場合、または法人理事会の承認があた場合には、「住宅資金貸付契約証書」（第四号様式）を作成し、抵当権質権設定を要しないものとします。

（償還期間）

第9条 資金の貸付を受けた者は、次の各号に定める期間内に償還するものとします。

１）「生活資金」；貸与日から２年以内。（２４ヶ月）

２）「教育資金」；貸与日から１０年以内。（１２０ヶ月）

３）「住宅資金」；貸与日から２０年以内。（２４０ヶ月）

（償還金および利息）

第10条 貸付金の償還は、原則として貸付日の翌月から毎月の給料支給時に、

１）「生活資金」；貸付額の二十四分の一以上、

２）「教育資金」；貸付額の百二十分の一以上、

３）「住宅資金」；貸付額の二百四十分の一以上、

それぞれについて償還し、賞与支給時に貸付積数に年利３％の割合で算出

した利息を返済するものとします。

　二、特別の理由がある場合、前項の償還方法によらず第八条に定める期間内で、元利均等償還または各月給料および賞与支給時兼用償還、あるいは期間短縮して償還することは差し支えないものとします。

三、貸付金の償還は１，０００円単位とし、利息の計算で円未満の端数は切り捨てるものとします。

　

四、法人施設退職時に貸付金および利息の償還残額を有する場合は、退職金または現金をもって一括返済するものとします。

（即時返済）

第十一条 次の各号に該当する場合は、ただちに貸付金を返済しなければなりません。

　　　１）退職するとき。

　　　２）貸付金を他の目的に流用したとき。

　　　３）本規程に違反および義務不履行があったとき。

　二、 前項の第２号および３号の場合は、貸付金を貸し付けした日より返済の日まで、年利１８．２５％（日歩５銭）の違約金を、所定利息に加算して支払わなければなりません。

（借受者の義務）

第十二条 本資金の貸付を受けた者は、次の義務を守らなければなりません。

１）住宅資金の貸付を受けて宅地を購入した場合は、貸付後５年以内に住宅を建築しなければなりません。

２）本資金の対象物件は、原則として所有権の名義を変更し、または他人のために抵当権を設定しあるいは家屋を他人に貸与する事はできない。ただし特別の事由があるときは、あらかじめ法人の承諾を受けなければなりません。

（抵当権の抹消および消滅手続き）

第十三条 抵当権抹消手続き及び質権消滅手続きは、貸付金の償還が完了した後、第八条の手続きに準じて行うものとします。

（付則）

1、 この規程による資金貸付などは、法人理事長、常任理事および借受者の所属する当該施設の長・当該施設の代表役職職員をもって構成する貸与委員会において審査を行い、貸与業務の適正を期するものとします。

　　　　施設の代表役職職員は、以下とします。

　　　　１）法人本部事務所および他施設においては、本部総務課長。

　　　　２）青南病院においては、病院秘書課長。

　　　　３）南山苑においては、施設事務長。

2、 本規程は、平成６年４月１日より実施します。

第１号様式

	福利厚生貸付資金申込書

医療法人（財団）青仁会

理事長　千葉　潜　殿

所属施設

課

勤続年数

氏　　名

本採用年月日

申し込みする資金の種類

生　活　資　金

教　育　資　金

住　宅　資　金

　　関係書類添付の上、上記福利厚生貸付資金借入の申込を致します。

　　　　　　　　

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　所属　　　　　　課　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　印

　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　




第２号様式

	生活資金および教育資金貸付契約書


　

　医療法人（財団）青仁会は（以下「甲」という。）は福利厚生貸付制度により　　　　　　　　　

（以下「乙」という。）に対して　　　　　　資金　　　　　　　　円を貸与をするものとする。

　　甲は、この契約の成立後速やかに資金の貸付を行うこととする。

　　乙は、資金の貸付を受けるのと同時に所定の様式による領収書を発行すること。

　貸付金の償還は、貸付要項によりおこなう。

　この契約書に定めなき部分については、福利厚生貸付制度による。

　　平成　　年　　月　　日

　　　甲　　八戸市大字田面木字赤坂１６番地３

　　　　　　　　医療法人青仁会　理事長　千葉　潜

　　　乙

　　　連帯保証人

　　　　　　住所

　　　　　　　氏名




第３号様式

	住宅資金貸付契約ならびに抵当権設定契約書


　　医療法人（財団）青仁会は（以下「甲」という。）は福利厚生貸付制度により　　　　　　　　

（以下「乙」という。）に対して　　　　　　資金　　　　　　円を貸与をするものとする。

　　甲は、この契約の成立後速やかに資金の貸付を行うこととする。

　　乙は、資金の貸付を受けるのと同時に所定の様式による領収書を発行すること。

　乙は、貸付金の償還は、貸付要項によりおこなう。

　乙は、住宅取得後、福利厚生貸付制度による抵当権設定を行う。

　この契約書に定めなき部分については、福利厚生貸付制度による。

　　平成　　年　　月　　日

　　　甲　　八戸市大字田面木字赤坂１６番地３

　　　　　　　　医療法人青仁会　理事長　千葉　潜

　　　乙

　　　連帯保証人

　　　　　　住所

　　　　　　　氏名




領　　収　　書

平成　　年　　月　　日

医療法人（財団）青仁会

　理事長　千葉　潜　　殿

住所

氏名

下記の金額正に領収いたしました。

	金　　額
	金　　　　　　　　　　　　　　円


　　　　ただし、平成　　年　　月　　日付生活資金および教育資金貸付契約書に基づく借入金

領　　収　　書

平成　　年　　月　　日

医療法人（財団）青仁会

　理事長　千葉　潜　　殿

住所

氏名

下記の金額正に領収いたしました。

	金　　額
	金　　　　　　　　　　　　　　円


　　　　ただし、平成　　年　　月　　日付住宅資金貸付契約書ならびに抵当権設定契約書に

基づく借入金

第４号様式

	住宅資金貸付契約書


　　医療法人（財団）青仁会は　（以下「甲」という。）は　　　　　　　　　（以下「乙」

という。）に対して福利厚生貸付資金として、貸付要項記載の金員を貸し渡し、乙は福利厚

生貸付規程および貸付要項記載の一般約款を承認のうえこれを受領する。

この契約を証するため、本証書正本１通、副本１通を作成し、甲はその正本を乙はその

副本をそれぞれ保有する。

　　平成　　年　　月　　日

　　　甲　　八戸市大字田面木字赤坂１６番地３

　　　　　　　　医療法人青仁会　理事長　千葉　潜

　　　乙




第４号様式の２

	貸付要項

	金　　　　額
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	使　　　　途
	平成　　年　　月　　日提出の

福利厚生貸付資金申込書の通り　　　　　　　　　　　　　　

に使用いたします。

	最終償還期日
	平成　　年　　月　　日

	償 還 方 法
	　平成　　年　　月　　日を第１回とし、以降毎月　　　　　　円、毎賞与月に年金利の２分の１を分割弁済のうえ、最終償還期日に残額完済のこと。

	利        子
	　年率　　　％

	特 記 事 項
	


